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2012 年秋口以降、円安・ウォン高が進んだ。これにより、日韓経済関係に変化が生じている。注意したいのは、

14 年に入り、日本から韓国への輸出（円ベース）が前年割れとなっていることである。 

 

■減少に歯止めがかからない日本からの訪問客 

 韓国では 2012 年秋口以降、急速な円安・ウォン高

に見舞われた。12 年 10 月に 100 円＝1,500 ウォン台

で推移していたウォン・円レートは同年 12 月に 1,200

ウォン台、13 年１月に 1,100 ウォン台、5 月には 1,000

ウォン台へ上昇した。その後、しばらくの間総じて

1,000 ウォン台で推移していたが、14 年 6 月に 900 ウ

ォン台へ突入した。最近の円安の加速により、9 月 5

日現在、100 円＝960 ウォン台で推移している（右上

図）。 

経済面への影響として、まず日本から韓国への訪問

客数の落ち込みがある。13 年半ば以降減少幅は縮小に

向かったが、14 年入り後再び拡大している（右下図）。

減少に歯止めがかかっていないのは、円安・ウォン高

と韓流ブームの終焉に加え、政府間関係の悪化が影を

落としていると考えられる。 

韓国では、日本からの訪問客の減少は中国からの訪

問客増加で穴埋めされているとはいえ、日本人訪問客

を主として相手にする店は打撃を受けた。また、日本

の一部の地方空港でも、韓国への直行便が減便となる

などの影響が出ている。 

他方、韓国の日本への訪問客数は 13 年には前年比 

＋20.2％と伸びたが、14 年（1～7 月）はフェリー沈

没事故後の旅行自粛もあり前年同期比▲2.4％となっ

ている（数字は日本政府観光局）。 

■やや予想外の日本の対韓輸出の動き 

円安・ウォン高は貿易面にも影響を及ぼしている。

韓国側の統計（ドルベース）に基づき最近の動きをみ

ると、以下の二点が指摘できる。 

一つは、韓国の対日輸出の減少である。12 年の前年比は、大震災後に急増（＋40.8％）した前

年の反動と秋口以降の円安・ウォン高により▲2.2％へ低下し、13 年に入ると減勢が進み、同 

▲10.7％となった。14 年に入ると、徐々に減少幅が縮小し、1～7 月は前年同期比▲3.8％であっ

た。ただし、品目によりばらつきがある。10 年から 3 年続けて 2 桁の伸びを続けた自動車部品は、

13 年に前年比＋3.6％へ低下したが、14 年（1～7 月）は前年同期比＋23.5％へ増勢が増した。こ

れは一部の日本の完成車メーカーが、九州工場で生産する自動車での韓国製部品使用率を引き上

げたことが関係していると考えられる。 

もう一つは、韓国の対日輸入の低迷である。韓国の対日輸入は 12 年に前年比▲5.8％、13 年は

同▲6.7％、14 年（1～7 月）は前年同期比▲11.8％と、減少幅が拡大している。円建て取引が多

いため、円安によりドルベースの金額が著しく減少している。 

日本総合研究所 調査部 

上席主任研究員 向山 英彦

E-mail：mukoyama.hidehiko@jri.co.jp 
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他方、日本側の統計（円ベースの財務省統計）に基

づくと、やや異なる様相がみられる。 

まず、日本の対韓輸入が韓国の対日輸出（ドルベー

ス）の動きとは反対に、円ベースでは増加基調となっ

ている。13 年後半に 2 桁の伸びを記録した後、14 年

に入り減速しているものの、1～7 月は前年同期比 

＋3.8％となった（右上図）。 

注意したいのは、日本の対韓輸出の動きである。対

韓輸出は円安効果で 13 年半ばに著しく伸びたが、そ

の後減速し、14 年（1～7 月）に前年円同期比▲4.5％

になった（右上図）。円安・ウォン高が続いているにも

かかわらず、輸出が減少に転じた要因としては、ベー

ス効果（13 年 3 月から 2 桁の伸び）と現地生産の拡大

に加えて、韓国の大企業の輸出生産が鈍化しているこ

とが考えられる。 

以前よりも低下しているとはいえ、韓国では、輸出生産に使用される素材、基幹部品、製造装

置の多くを日本から輸入している。2000 年代に韓国の大企業のグローバル展開が加速したことに

より、①韓国企業の輸出生産拡大→②日本からの輸出拡大→③日本企業による現地生産の開始と

いう動きが生じたが、①の増勢が鈍化したため、日本からの輸出も減速したと推測できる。 

■減少する日本からの投資 

日本からの直接投資にも影響が表れ始めている。 

14 年上期は韓国への直接投資額（申告ベース）が前年

同期比＋29.2％となるなかで、日本からの直接投資が同

▲15.2％となった（右下図）。なお、14 年上期は中国か

らの投資が著しく増加した。 

日本からの直接投資は 12 年に急増した後、13 年は前

年比約 4 割減、14 年上期は前年同期比 2 桁減と、減少基

調が続いている。これには、日韓両国の経済環境の変化

が影響していると考えられる。 

数年前まで、韓国の公的誘致機関は日本での投資セミ

ナーにおいて、日本の「6 重苦」（①円高、②高い法人税

率、③自由貿易協定への対応の遅れ、④製造業の派遣禁

止などの労働規制、⑤環境規制の強化、⑥電力不足）を

取り上げて、韓国で生産する優位性をアピールした。実

際、韓国企業の生産拡大もあり、韓国に進出して現地生

産する動きが広がった。 

しかし、「超円高」の是正、韓国における電力料金引き上げ、日本政府による TPP（環太平洋

経済連携協定）交渉への参加などにより、韓国に投資するメリットは以前より低下した。また、

前述した韓国大企業の勢いの低下と政府間関係悪化も影響していよう。 

以上、円安・ウォン高を含む環境の変化により、日韓経済関係には数年前と異なる動きがみられ

る。こうした経済の実態を踏まえつつ、両国政府には二国間の経済関係の発展とアジアの持続的

発展に向けての協調など、より未来志向的な関係の構築に注力することを期待したい。 
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■消費の伸びは鈍化 

7 月に新しく経済副首相兼企画財政部長官に就任

した崔（チェ）氏は、7 月 24 日に内需回復を目的と

した景気刺激策を発表した。8 月には韓国銀行が政

策金利を年 2.50％から年 2.25％に引き下げた。 

これらの政策対応を背景に、消費者の景気の先行

きに対する見方を示す消費者信頼感指数は 107 

（8 月調査）とやや持ち直した（右上図）。ただし、

4 月のフェリー事故以前の水準には戻っておらず、

消費者のマインドが改善に転じたとはいいがたい状

況にある。 

足元の小売売上高指数（季節調整後）をみると、

7 月は前年同月比＋0.4％（以下同じ）と前月の 

＋0.9％から伸びが鈍化した。品目別では、堅調な自

動車販売により耐久消費財が＋2.8％と伸びた一方、

衣類などの半耐久消費財が▲3.1％と大きく落ち込み、足を引っ張った。食品などの非耐久消費財

は＋0.7％と伸びが小さい。 

今回の景気刺激策には、消費拡大を目的とした家計所得拡大策が盛り込まれている（詳細は 

9 月号）。今後は、これらの政策が、家計所得の拡大や内需回復に寄与するかが注目される。 

■家計債務残高はさらに拡大 

 韓国経済が抱えるリスクの一つに膨大な家計債務残

高があげられる。第 2 四半期の家計債務残高は 1,040

兆ウォンで、初めて 1,000 兆ウォンを超えた第 1 四半

期からさらに＋1.5％増加した（右下図）。可処分所得

の伸びが前期比＋0.2％にとどまったため、家計債務残

高の対可処分所得比は 142.7％と過去最高となった。

家計債務残高の増大は、金利支払いや元本返済の増加

により消費を抑制する懸念があるため、内需主導で経

済回復を目指す韓国にとってリスクである。 

他方、ノンバンクからの借入比率も高止まりしてい

る。販売信用を除く家計債務に占めるノンバンクの割

合は 50.1％（第 2 四半期）と、前期に続き 50％を超

えた。ノンバンクは銀行に比べて金利が高く、ノンバ

ンク比率の上昇により金利負担が増加する懸念がある。 

今回の景気刺激策では、住宅ローンの貸出上限規制

の実質的な緩和が盛り込まれた。加えて、韓国銀行により政策金利の引き下げが行われたため、

家計が借り入れしやすくなった。そのため、家計債務残高がさらに拡大することが予想される。

家計債務残高の増加は、短期的に景気押し上げに作用しても、その負担が大きくなれば、内需拡

大を妨げる可能性があることから、今後の家計債務残高の推移には注視が必要である。

日本総合研究所 調査部 

研究員    大嶋 秀雄 

E-mail：oshima.hideo@jri.co.jp 
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■4～6月期の実質 GDP成長率は＋1.8％ 

4～6 月期の実質 GDP 成長率は、前年同期比＋1.8％

（以下同じ）と、前期の＋2.6％から伸びが鈍化し、景

気減速懸念が高まっている（右上図）。香港政府は、足

元の景気動向を受けて、2014 年の経済成長見通しを 

＋3～4％から＋2～3％に下方修正した。 

需要項目別の寄与度をみると、総資本形成が＋1.0％

ポイント、民間消費が＋0.8％ポイント、政府消費が 

＋0.2％ポイント、純輸出が▲0.3％ポイントであった。

これまで成長をけん引してきた民間消費の寄与が大き

く落ち込んでいる。 

小売売上高をみると、7 月は前年同月比▲3.1％（以

下同じ）と、6 カ月連続のマイナスとなった。食品 

（＋7.6％）やスーパーマーケット（＋5.8％）はプラ

スを維持したものの、全体の 2 割を占める宝飾品が 

▲22.4％と大きく落ち込み、耐久消費財も▲6.2％と減少した。中国本土からの訪問者による高級

品の買い控えが続いていると考えられる。 

一方、貿易に目を向けると、7 月の輸出（通関ベース）は＋6.9％の 421 億ドル、輸入は＋7.6％

の 475 億ドルとともに拡大した。地域別の輸出では、ASEAN 向けが＋10.8％、台湾向けが＋

14.0％、韓国向けが＋22.4％と東・東南アジア向けがけん引した。輸出主要 3 品目では、電気機

器が＋13.7％、通信機器が＋9.0％と堅調に推移した一方で、事務機器・PC は＋2.5％とやや伸び

悩んだ。 

■行政長官選挙制度の改革 

2017 年の行政長官選挙の選挙制度をめぐって、政治

的な対立が拡大しつつある。8 月 31 日に、中国の全国

人民代表大会の常務委員会は、香港行政長官選挙に関

する制度改革を決定した（右下表）。行政長官の選出方

法は、中国の香港に対する基本的な方針を示した香港

特別行政区基本法において「普通選挙を最終目標とす

る」としており、2017 年の行政長官選挙での普通選挙

実施を目指して議論が進められてきた。今回の中国政

府の決定は、普通選挙を認める一方、指名委員会の過

半数の承認を立候補に必要な条件とした。指名委員会

に親中派が多いことから、民主派の候補擁立は困難に

なったとも指摘される。選出方法は、来年初に行われ

る香港の立法会にて審議される予定であり、今後、政

治的な対立が一段と拡大する可能性がある。この改革

をめぐってデモ活動が激化した場合、香港経済に悪影

響を与えることも懸念されるため、今後の行政長官選

挙制度に関する動向には注視が必要である。 
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■4～6月期は 2四半期連続の＋6％台の成長 

マレーシアでは、外需をけん引役とした景気の拡大

傾向が続いている。4～6 月期の実質 GDP は、輸出の

増勢加速を受けて、前年同期比＋6.4％と市場予想（同

＋5.8％）を上回り、2 四半期連続の＋6％台の成長と

なった（右上図）。内需についても、政府の財政赤字削

減や家計債務抑制に向けた取り組みが総固定資本形成

や民間消費の下押し圧力となったものの、良好な雇用

環境や株価の上昇傾向などを背景に底堅く推移した。

なお、在庫投資は、予想を上回る輸出の増加を受けて、

在庫の取り崩しが生じ、成長率を▲3％ポイント強押

し下げた。 

■輸出の増勢は足元にかけて鈍化 

今後も、輸出をけん引役とした景気の拡大傾向が続

くと見込まれるものの、以下の 2 点を踏まえると、 

7～9 月期以降、輸出の増勢は鈍化し、全体でも成長ペ

ースが緩慢になると見込まれる。 

第 1 に、リンギット高の進展である。為替相場は、

本年 4 月以降、成長率の加速、経常収支黒字の拡大、

中銀の 3 年ぶりの利上げなどを背景にリンギット高に

転じており、価格面での輸出競争力は低下しつつある

（右中央図）。最低賃金の全面適用や低失業率を受けた

賃金面からのインフレ圧力の高まりや来年 4 月の

GST（Goods and Services Tax）の導入などによるイ

ンフレ圧力を背景に、当面金融引き締めが続くとみら

れることから、リンギット高地合いが長期化し、今後

は輸出の下押し圧力になると見込まれる。 

第 2 に、輸出の 1 割強を占める中国の景気減速であ

る。中国では、住宅市場の調整が本格化し始めており、

これを受けて中国向け輸出の伸び率はマイナスに転じ

ている。7 月には中国向けの大幅減少を受けて、全体

（後方 3 カ月移動平均）でも、昨年 11 月以来となる

＋8.0％まで伸びが鈍化している（右下図）。 

「ミニ景気刺激策」が講じられる結果、中国経済の

大幅な悪化は回避されると見込まれるものの、中国政

府の不動産価格の高騰や、過剰投資・過剰債務の抑制

に向けたスタンスは変わらないとみられ、これまでの

ような中国向け輸出の大幅な増加は期待できないだろ

う。 

日本総合研究所 調査部 
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■個人消費と純輸出が寄与 

2014 年 4～6 月期の実質 GDP 成長率は前年同期比

＋6.4％と、4 四半期ぶりに上昇に転じた（右上図）。

需要項目別に寄与度をみると、個人消費が＋3.6％ポイ

ント、総固定資本形成が＋0.8％ポイント、在庫調整が

▲1.2％ポイント、純輸出が＋4.2％ポイントと、個人

消費と純輸出がけん引役となった。 

ただし、純輸出の内訳をみると、実質輸出は前年同

期比＋10.3％と 1～3 月期（同＋13.5％）から減速し

た一方で、実質輸入は同＋1.4％と 1～3 月期（同 

＋10.1％）から大幅に増加率が縮小しており、4～6 月

期のプラス寄与は輸入の減速による影響が大きい。 

また、個人消費も、インフレ率の上昇、ペソ建ての

在外フィリピン人からの送金額の伸び鈍化などを受け、

1～3 月期の同＋5.9％から 4～6 月期には同＋5.3％に

やや減速している。 

さらに、総固定資本形成は、昨年の台風ヨランダか

らの復興などから建設投資が同＋5.1％と 3 四半期ぶりに前年同期比で増加したものの、鉱業向け

投資が一巡したことや利上げ観測の高まりなどから設備投資が大幅に鈍化した。 

■＋6％台の成長が持続 

先行きを展望すると、個人消費と輸出の好調により、

景気は当面堅調に推移する見込みである。個人消費は、

先進国景気の全般的な回復傾向を受け、在外フィリピ

ン人からの送金が安定的に推移することで、景気を下

支えすると考えられる。さらに、世界景気の回復に伴

い、フィリピンの主力輸出品であるエレクトロニクス

製品への需要が高まり、輸出も増加基調をたどると予

想される。 

もっとも、成長率の大幅な上昇は期待しづらい。7、

8 月のインフレ率は、台風 9 号による食料品価格の上

昇などから前年同月比＋4.9％と 2011 年 10 月以来の

上昇率となった（右下図）。これを受け、フィリピン中

央銀行は 7 月 31 日と 9 月 11 日の 2 会合連続で、2011

年 5 月以来となる利上げに踏み切った。もっとも、台

風被害から食料品価格が上昇しやすい地合いであるこ

とや公共料金の値上げが予定されていることなどを踏

まえれば、インフレ率が鈍化するかは不透明であり、

個人消費の伸びは抑えられざるを得ないであろう。また、利上げによって企業の投資意欲が減衰

することも考えられる。 

以上を勘案すれば、当面は＋6％台での成長が続くと見込まれる。 
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■足取りの重い資金需要 

 ベトナム国家銀行によると、2014 年 7 月末

時点の融資残高は、2013 年末対比＋3.7％の

3,606 兆ドンとなっており、2013 年 7 月末時点

の＋5.4％を大きく下回った（右上図）。同行は、

2014年末の融資残高の伸び率を 2013年末対比

＋12～14％と設定しており、目標の達成は難し

い状況になっている。 

融資残高が伸び悩んでいる最大の理由は、景

気回復のペースが緩慢なことである。堅調な個

人消費と輸出がけん引役となり、4～6 月期の実

質 GDP 成長率は前年同期比＋5.5％と、1～3

月期の同＋4.8％から加速し、景気は回復基調に

ある。しかし、2014 年 1～8 月の輸出は前年同

期比＋13.9％の 969 億ドルと、2013 年 1～8 月

の同＋14.9％を下回っており、力強さを欠いて

いる。 

■不良債権比率は上昇に転化 

こうした状況に追い打ちをかけているのが、

不良債権処理の遅れに伴い、銀行が貸出姿勢を

硬化させていることである。不良債権比率は、

2013 年末に 3.6％まで低下したものの、2014

年に入り上昇に転じ、6 月末時点で 4.9％と直近

ピークである 2012 年 9 月とほぼ同水準となっ

ている（右下図）。 

不良債権処理対策として、ベトナム政府はベ

トナム資産管理公司（VAMC）による債権買取

を進めている。VAMC は 2014 年に 70～100 兆

ドンを買い取る方針を示したものの、6 月末時

点の買取額は 11 兆 4,140 億ドンにすぎない。

この要因として、不良債権を VAMC に売却した

銀行は、売却後 5 年間にわたって、売却額の

20％を引当金として積み上げる必要があるな

ど、制度面での制約が影響しているとの指摘も

ある。 

世界景気の回復を背景とした輸出の伸長によ

り、先行き資金需要は高まると見込まれる。しかし、不良債権処理の停滞が長期化すれば、銀行

の貸出姿勢が軟化せず、融資残高の伸びが抑制されることで、景気回復の足かせになる懸念もあ

る。政府は、不良債権処理のスピードアップを図る一方で、健全な企業に必要な資金を行き渡ら

せるという、難しい政策のかじ取りが迫られている。

日本総合研究所 調査部 
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１．経済規模と所得水準（2013年）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

名目GDP（億ﾄﾞﾙ） 13,043 4,897 2,752 2,979 3,875 3,133 8,694 2,719 92,521 18,793 1,703

人口(百万人） 50.2 23.4 7.2 5.4 68.3 29.9 248.8 97.4 1,361 1,233 89.7

1人当りGDP(ドル） 25,973 20,952 38,123 55,183 5,674 10,462 3,494 2,793 6,799 1,524 1,898

(注1)インドは2012年度。以下、表2～10は年度、表11～13は暦年。

２．実質GDP成長率(前年比、前年同期比、％ )

. 韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2012年 2.3 1.5 1.5 2.5 6.5 5.6 6.3 6.8 7.7 4.5 5.0

2013年 3.0 2.1 2.9 3.9 2.9 4.7 5.8 7.2 7.7 4.7 5.4

2012年1～3月 2.6 0.5 0.7 2.8 0.4 5.1 6.3 6.4 7.9 5.8 4.1

4～6月 2.4 0.1 0.8 3.2 4.4 5.7 6.3 6.3 7.6 4.5 4.7

7～9月 2.1 1.4 1.6 1.1 3.1 5.2 6.2 7.3 7.4 4.6 5.4

10～12月 2.1 3.9 2.9 2.9 19.1 6.5 6.2 7.2 7.9 4.4 5.5

2013年1～3月 2.1 1.4 2.9 1.5 5.4 4.2 6.0 7.7 7.7 4.4 4.8

4～6月 2.7 2.7 3.0 4.0 2.9 4.5 5.8 7.9 7.5 4.7 5.0

7～9月 3.4 1.3 3.0 5.0 2.7 5.0 5.6 7.0 7.8 5.2 5.5

10～12月 3.7 2.9 2.9 4.9 0.6 5.1 5.7 6.3 7.7 4.6 6.0

2014年1～3月 3.9 3.2 2.6 4.7 -0.5 6.2 5.2 5.7 7.4 4.6 4.8

4～6月 3.5 3.7 1.8 2.1 0.4 6.4 5.1 6.4 7.5 5.7 5.5

３．製造業生産指数 (前年比、前年同月比、％ )

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2012年 0.8 -0.3 -0.8 0.3 2.5 5.0 4.1 7.0 10.0 1.3 4.8

2013年 -0.2 0.6 0.1 1.7 -3.2 4.2 6.0 5.4 9.7 -0.8 7.7

2013年7月 1.4 2.0 2.9 -4.9 9.5 3.5 7.4 9.7 3.0 7.9

8月 3.2 -0.8 -0.9 3.5 -2.8 6.4 12.5 9.7 10.4 -0.2 8.9

9月 -4.1 -0.6 9.2 -2.9 5.0 6.2 10.9 10.2 1.4 7.4

10月 3.6 0.5 8.4 -4.0 5.8 -0.1 14.1 10.3 -1.3 9.1

11月 -0.7 0.4 0.5 6.8 -10.7 2.6 1.8 13.2 10.0 -2.6 8.1

12月 2.6 5.6 6.4 -6.3 6.2 2.8 17.7 9.7 -1.1 6.4

2014年1月 -4.5 -1.9 4.1 -5.6 4.8 3.0 3.4 8.6 0.3 -1.7

2月 4.1 7.6 2.1 13.3 -4.5 9.9 3.8 5.7 8.6 -3.9 15.5

3月 2.8 3.6 12.4 -10.5 6.4 3.7 1.1 8.8 -1.3 4.1

4月 2.7 5.7 5.6 -4.1 5.1 2.2 11.8 8.7 2.5 8.3

5月 -2.3 5.6 -1.8 -4.0 8.0 4.2 12.8 8.8 5.1 6.4

6月 0.2 8.9 0.8 -6.3 9.1 7.3 10.8 9.2 1.8 8.1

7月 3.5 6.8 3.3 -5.2 7.7 9.0 6.2

8月 6.9 6.5

(注2)中国は工業生産付加価値指数、ベトナムは鉱工業生産指数で代用。

(注3)ベトナムは2012年7月から指数の算出方法が変更されたため、過去との整合性がない。

４．消費者物価指数（前年比、前年同月比、％）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2012年 2.2 1.9 4.1 4.6 3.0 1.7 4.0 3.2 2.6 10.4 9.1

2013年 1.3 0.8 4.3 2.4 2.2 2.1 6.4 2.9 2.6 9.7 6.6

2013年7月 1.6 0.1 6.9 1.9 2.0 2.0 8.0 2.5 2.7 10.8 7.3

8月 1.5 -0.8 4.5 2.0 1.6 1.9 8.2 2.1 2.6 10.7 7.5

9月 1.0 0.8 4.6 1.6 1.4 2.6 7.9 2.7 3.1 10.7 6.3

10月 0.9 0.6 4.3 2.0 1.5 2.8 7.9 2.9 3.2 11.1 5.9

11月 1.2 0.7 4.3 2.6 1.9 2.9 8.1 3.3 3.0 11.5 5.8

12月 1.1 0.3 4.3 1.5 1.7 3.2 8.1 4.1 2.5 9.1 6.0

2014年1月 1.1 0.8 4.6 1.4 1.9 3.4 8.2 4.2 2.5 7.2 5.5

2月 1.0 0.0 3.9 0.4 2.0 3.5 7.7 4.1 2.0 6.7 4.7

3月 1.3 1.6 3.9 1.2 2.1 3.5 7.3 3.9 2.4 6.7 4.4

4月 1.5 1.7 3.7 2.5 2.4 3.4 7.3 4.1 1.8 7.1 4.4

5月 1.7 1.6 3.7 2.7 2.6 3.2 7.3 4.5 2.5 7.0 4.7

6月 1.7 1.6 3.6 1.8 2.4 3.3 6.7 4.4 2.3 6.5 5.0

7月 1.6 1.8 4.0 1.2 2.2 3.2 4.5 4.9 2.3 7.2 4.9

8月 1.4 2.1 4.0 4.9 2.0 4.3

５．失業率（％）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2012年 3.2 4.2 3.3 1.9 0.7 3.0 6.1 7.0 4.1 2.0

2013年 3.1 4.2 3.4 1.9 0.7 3.1 6.3 7.1 4.1 2.2

2013年7月 3.1 4.3 3.3 0.9 3.0

8月 3.0 4.3 3.3 1.8 0.8 3.1 6.3 7.3

9月 2.7 4.2 3.3 0.7 3.1 4.0

10月 2.8 4.2 3.3 0.6 3.3

11月 2.7 4.2 3.3 1.8 0.7 3.4 6.5

12月 3.0 4.1 3.2 0.7 3.0 4.1

2014年1月 3.5 4.0 2.9 0.9 3.3

2月 4.5 4.1 2.9 2.0 0.9 3.2 5.7 7.5

3月 3.9 4.0 3.1 0.9 3.0 4.1

4月 3.9 3.9 3.2 0.9 2.9

5月 3.6 3.9 3.2 2.0 0.9 2.9 7.0

6月 3.5 3.9 3.3 1.1 2.8 4.1

7月 3.4 4.0 3.4 1.0

 アジア諸国・地域の主要経済指標
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６．輸出（通関ベース、100万米ドル、％）

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2012年 547,870 -1.3 301,181 -2.3 443,119 3.3 408,394 -0.3 229,236 3.0

2013年 559,632 2.1 305,441 1.4 459,232 3.6 410,249 0.5 228,505 -0.3

2013年7月 45,830 2.6 25,301 1.6 39,375 10.6 34,990 4.6 19,058 -1.5

8月 46,311 7.6 25,634 3.6 39,649 -1.3 34,032 1.8 20,458 3.9

9月 44,650 -1.7 25,243 -7.0 40,987 1.5 35,644 5.7 19,297 -7.1

10月 50,480 7.2 26,711 0.7 41,676 8.8 38,299 6.4 19,393 -0.7

11月 47,905 0.2 25,730 3.4 41,990 5.7 33,769 -1.0 18,756 -4.1

12月 47,981 6.9 26,383 1.2 40,095 -0.1 33,291 5.6 18,440 1.9

2014年1月 45,570 -0.2 24,289 -5.4 39,120 -0.5 33,877 0.6 17,907 -2.0

2月 42,917 1.4 21,282 7.9 27,445 -1.3 31,846 8.6 18,363 2.4

3月 49,075 3.7 27,742 1.9 38,850 3.3 35,350 6.1 19,940 -3.1

4月 50,274 8.9 26,599 6.2 36,840 -1.5 36,772 4.1 17,249 -0.9

5月 47,595 -1.5 26,660 1.4 39,468 5.1 34,842 -1.5 19,402 -2.1

6月 47,857 2.5 26,792 1.2 39,889 11.5 34,775 4.7 19,842 3.9

7月 48,298 5.4 26,770 5.8 42,082 6.9 35,140 0.4 18,896 -0.9

8月 46,279 -0.1 28,102 9.6

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2012年 227,538 -0.2 190,032 -6.6 52,100 7.9 2,048,714 7.9 300,401 -1.8 114,572 18.2

2013年 228,276 0.3 182,577 -3.9 56,698 8.8 2,209,004 7.8 312,921 4.2 132,135 15.4

2013年7月 19,033 3.9 15,088 -6.2 4,859 2.8 185,915 5.1 25,835 11.8 11,780 15.3

8月 19,167 7.3 13,084 -6.9 4,956 30.1 190,493 7.1 26,357 13.9 11,843 12.4

9月 19,468 0.1 14,707 -7.5 5,056 5.1 185,313 -0.4 28,125 12.9 11,110 17.4

10月 21,111 5.4 15,698 2.4 5,027 14.0 185,294 5.6 27,461 14.3 12,450 21.4

11月 19,448 2.0 15,939 -2.3 4,325 19.8 202,083 12.7 24,080 3.6 11,851 13.6

12月 20,233 7.6 16,968 10.2 4,960 24.9 207,367 4.1 26,400 3.7 11,560 11.8

2014年1月 19,360 3.2 14,472 -5.9 4,379 -3.0 207,056 10.6 26,813 4.0 11,460 -0.1

2月 17,808 5.2 14,634 -2.5 4,657 11.6 114,057 -18.1 25,296 -5.1 9,886 37.0

3月 19,788 2.5 15,193 1.1 5,279 12.4 170,046 -6.6 29,076 -4.8 12,190 10.1

4月 20,332 11.1 14,292 -3.2 4,566 1.3 188,491 0.8 24,618 0.3 12,972 38.4

5月 20,077 8.6 14,824 -8.1 5,483 6.9 195,703 7.1 27,695 11.2 12,272 6.6

6月 19,026 5.6 15,409 4.4 5,447 21.3 186,867 7.3 26,333 9.6 12,328 13.2

7月 14,178 -6.0 5,461 12.4 212,891 14.5 27,728 7.3 12,876 9.3

8月 208,465 9.4 13,000 9.8

(注1)ベトナムとインドネシアは政府が期間累計値しか公表しないため、月次データはCEICを採用。

７．輸入（通関ベース、100万米ドル、％）

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2012年 519,584 -0.9 270,473 -3.9 504,702 4.3 379,723 3.8 249,988 9.3

2013年 515,586 -0.8 269,897 -0.2 524,073 3.8 373,017 -1.8 250,407 0.2

2013年7月 43,384 3.4 22,064 -7.7 44,165 8.3 32,360 5.5 20,587 -2.5

8月 41,594 1.2 21,038 -1.3 44,751 -0.2 30,955 1.0 20,736 -1.2

9月 41,055 -3.5 22,895 -0.7 46,404 0.4 32,304 5.9 18,976 -4.5

10月 45,605 5.1 22,594 -2.9 46,584 6.3 33,998 2.7 21,164 -5.4

11月 43,106 -0.6 21,378 -0.5 47,740 5.2 30,891 -5.1 19,314 -8.6

12月 44,351 3.0 24,163 10.0 47,104 1.7 29,931 0.3 18,849 -9.3

2014年1月 44,746 -1.2 21,340 -15.2 41,695 -2.7 30,780 -4.4 20,428 -15.5

2月 42,061 4.0 19,717 4.9 34,363 6.7 28,495 4.2 16,596 -16.6

3月 45,538 3.6 25,796 7.4 45,340 3.2 33,565 13.4 18,481 -14.2

4月 45,851 5.0 24,062 5.8 43,970 2.5 33,413 4.3 18,703 -14.5

5月 42,525 0.3 21,377 -2.3 44,931 3.9 32,436 1.8 20,210 -9.3

6月 42,399 4.1 24,915 7.5 45,449 7.7 30,070 1.6 18,049 -14.0

7月 45,899 5.8 24,162 9.5 47,518 7.6 31,851 -1.6 19,998 -2.9

8月 42,872 3.1 23,997 14.1

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

2012年 196,392 4.8 191,691 8.0 62,129 2.7 1,818,405 4.3 490,737 0.3 113,792 6.6

2013年 206,015 4.9 186,629 -2.6 62,411 0.5 1,949,989 7.2 448,971 -8.5 132,125 16.1

2013年7月 18,137 5.4 17,417 6.5 5,494 8.9 168,157 10.9 38,326 -5.6 11,125 11.6

8月 17,000 8.4 13,012 -5.8 5,564 7.3 162,359 7.2 37,153 -0.4 11,390 8.6

9月 16,803 -2.5 15,510 1.1 5,719 7.4 170,560 7.5 34,515 -17.9 11,273 19.3

10月 18,522 9.6 15,674 -8.9 4,844 -8.2 154,259 7.5 38,307 -13.4 12,609 22.0

11月 16,414 1.7 15,149 -10.5 5,593 7.4 168,330 5.3 33,783 -16.5 10,944 9.3

12月 17,282 7.7 15,456 -0.8 5,445 2.7 182,139 8.3 36,685 -14.8 12,313 22.6

2014年1月 17,437 -1.4 14,916 -3.5 5,955 24.7 175,114 10.0 36,307 -18.9 10,016 -6.4

2月 14,653 2.6 13,791 -9.9 4,788 1.7 136,844 10.0 33,487 -17.9 10,023 39.0

3月 16,885 -4.8 14,524 -2.4 5,478 10.6 162,254 -11.3 39,544 -3.4 12,413 7.2

4月 17,649 -1.7 16,255 -1.3 5,350 3.8 169,983 0.8 35,828 -13.8 12,007 15.7

5月 18,328 4.5 14,770 -11.3 4,765 -9.6 159,543 -1.5 39,227 -10.8 12,802 6.7

6月 17,792 6.9 15,698 0.4 4,716 -3.6 155,221 5.6 38,050 7.8 12,340 16.2

7月 14,055 -19.3 165,591 -1.5 39,956 4.3 12,785 14.9

8月 158,629 -2.3 12,900 13.3

(注2)ベトナムとインドネシアは政府が期間累計値しか公表しないため、月次データはCEICを採用。

韓国 台湾 香港

インドﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国

インド

タイｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

タイ

ベトナム

ベトナム

ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
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８．貿易収支 (100万米ドル）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2012年 28,285 30,708 -61,583 28,671 -20,752 31,145 -1,659 -10,029 230,309 -190,336 780

2013年 44,047 35,544 -64,841 37,232 -21,902 22,261 -4,077 -5,713 259,015 -136,050 9

2013年7月 2,445 3,237 -4,790 2,630 -1,528 896 -2,329 -635 17,758 -12,491 656

8月 4,718 4,596 -5,102 3,077 -278 2,167 72 -608 28,133 -10,796 453

9月 3,595 2,347 -5,418 3,340 321 2,665 -803 -663 14,753 -6,390 -163

10月 4,876 4,117 -4,908 4,301 -1,771 2,590 24 183 31,035 -10,846 -158

11月 4,799 4,352 -5,751 2,878 -558 3,034 789 -1,268 33,753 -9,703 908

12月 3,630 2,221 -7,010 3,360 -409 2,951 1,512 -485 25,229 -10,285 -753

2014年1月 824 2,949 -2,576 3,097 -2,521 1,923 -444 -1,576 31,942 -9,493 1,444

2月 856 1,565 -6,919 3,351 1,767 3,155 843 -131 -22,787 -8,191 -137

3月 3,537 1,946 -6,489 1,785 1,460 2,903 669 -199 7,792 -10,468 -223

4月 4,423 2,537 -7,130 3,359 -1,453 2,683 -1,963 -783 18,507 -11,210 965

5月 5,070 5,283 -5,463 2,406 -809 1,749 53 718 36,160 -11,532 -530

6月 5,458 1,877 -5,561 4,705 1,793 1,234 -288 731 31,647 -11,718 -12

7月 2,399 2,609 -5,436 3,289 -1,102 124 47,301 -12,229 91

8月 3,407 4,105 49,836 100

９．経常収支（100万米ドル）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2012年 50,835 50,672 4,147 50,109 -1,470 17,780 -24,418 6,951 215,392 -87,843 9,267

2013年 79,884 57,745 5,097 54,515 -2,452 12,563 -29,090 9,424 182,807 -32,358 9,471

2013年7月 7,985 -452 602

8月 7,198 14,980 4,013 14,775 1,525 3,055 -8,634 831 40,377 -5,153 3,857

9月 8,599 -262 427

10月 11,108 -394 2,107

11月 6,855 17,276 2,120 13,473 1,580 4,635 -4,314 998 43,991 -4,223 1,653

12月 6,876 1,705 592

2014年1月 3,285 263 -263

2月 4,499 15,451 -803 12,847 5,065 5,998 -4,191 1,440 7,039 -1,210 3,303

3月 7,286 2,898 784

4月 7,125 -643

5月 9,081 15,074 -664 4,957 72,200 -7,837

6月 7,920 1,838

7月 7,909 -864

10．外貨準備（年末値、月末値、金を除く、100万米ドル）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2012年 326,968 403,169 317,336 259,307 181,608 137,784 101,408 73,478 3,311,589 266,354 25,573

2013年 341,665 416,811 311,200 273,065 167,233 133,501 89,849 75,689 3,821,315 282,656

2013年7月 324,915 409,118 299,896 261,096 165,707 136,417 82,590 74,945 3,547,810 256,821

8月 326,299 409,388 303,902 261,874 161,866 133,354 82,496 74,302 3,553,043 253,768

9月 332,127 412,611 303,503 268,103 165,758 134,962 85,485 75,267 3,662,662 255,469

10月 338,431 415,601 309,586 271,779 165,578 135,501 86,708 75,451 3,736,587 260,316

11月 340,217 415,559 308,659 271,898 161,315 134,744 87,226 75,818 3,789,451 270,074

12月 341,665 416,811 311,185 273,065 161,328 133,501 89,849 75,689 3,821,315 274,152

2014年1月 343,599 416,935 312,228 271,538 160,612 131,725 90,831 71,626 3,866,641 270,994

2月 346,997 417,978 315,919 273,996 161,579 129,218 92,574 72,206 3,913,739 273,382

3月 349,547 419,199 316,867 272,941 161,154 128,721 92,594 71,639 3,948,097 282,656

4月 351,051 421,495 317,731 275,239 162,554 129,704 95,544 71,832 3,978,795 290,020

5月 356,118 421,651 320,225 276,142 161,416 129,476 97,262 72,452 3,983,890 291,417

6月 361,751 423,254 320,934 277,967 161,643 130,370 97,559 72,448 3,993,213 295,503

7月 363,232 423,661 273,658 163,084 130,329 100,557 72,625 298,634

(注1)ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは金を含む。

11．為替レート（対米ドル、年平均、月中平均）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2012年 1,125.4 29.56 7.7569 1.249 31.06 3.09 9,364 42.22 6.3063 53.28 20,872

2013年 1,095.6 29.70 7.7569 1.251 30.71 3.15 10,448 42.47 6.1483 58.58 21,046

2013年7月 1,126.1 29.96 7.7566 1.269 31.13 3.19 10,071 43.37 6.1342 59.81 21,160

8月 1,116.3 29.96 7.7555 1.272 31.61 3.28 10,533 43.91 6.1218 62.92 21,145

9月 1,084.8 29.67 7.7544 1.263 31.70 3.25 11,321 43.76 6.1204 63.83 21,110

10月 1,066.5 29.40 7.7539 1.243 31.21 3.18 11,346 43.14 6.1040 61.64 21,100

11月 1,062.7 29.52 7.7524 1.248 31.65 3.20 11,610 43.56 6.0932 62.62 21,100

12月 1,056.2 29.74 7.7538 1.259 32.40 3.25 12,086 44.18 6.0744 61.88 21,105

2014年1月 1,065.7 30.12 7.7577 1.272 32.93 3.30 12,158 44.97 6.0515 62.10 21,080

2月 1,070.9 30.30 7.7586 1.266 32.64 3.31 11,919 44.84 6.0811 62.23 21,100

3月 1,070.7 30.39 7.7614 1.267 32.39 3.28 11,417 44.79 6.1731 60.95 21,100

4月 1,042.8 30.21 7.7543 1.255 32.32 3.26 11,431 44.61 6.2248 60.35 21,085

5月 1,025.0 30.12 7.7525 1.251 32.53 3.23 11,535 43.90 6.2387 59.37 21,155

6月 1,019.0 29.99 7.7518 1.251 32.51 3.22 11,892 43.81 6.2314 59.75 21,330

7月 1,027.9 29.99 7.7501 1.248 32.11 3.20 11,578 43.48 6.1747 60.52 21,230

8月 1,024.5 29.98 7.7505 1.248 32.02 3.18 11,700 43.78 6.1546 60.87 21,195

(注2)ベトナムはCEICデータベース（外国貿易銀行の仲値が原出所)。
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12．貸出金利（年平均、月中平均、％）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2012年 3.30 1.15 0.40 0.25 3.09 3.16 9.18 1.51 4.64 9.48 9.8

2013年 2.72 1.12 0.38 0.25 2.69 3.16 9.18 0.30 5.00 9.33 6.0

2013年7月 2.68 1.15 0.38 0.25 2.60 3.16 9.18 0.67 5.42 9.14 6.1

8月 2.66 1.13 0.38 0.25 2.60 3.16 9.18 0.60 5.20 11.03 6.1

9月 2.66 1.00 0.38 0.25 2.60 3.16 9.18 0.87 5.38 10.87 5.5

10月 2.66 1.10 0.38 0.25 2.60 3.16 9.18 0.15 5.43 9.63 5.4

11月 2.65 1.10 0.38 0.25 2.59 3.16 9.18 0.00 6.17 9.17 5.9

12月 2.65 1.10 0.38 0.25 2.41 3.17 9.18 0.00 5.90 9.05 6.5

2014年1月 2.65 1.10 0.38 0.30 2.42 3.24 9.18 0.60 5.88 9.19 7.6

2月 2.65 1.10 0.38 0.31 2.42 3.24 9.18 1.46 5.42 9.63 4.9

3月 2.65 1.10 0.37 0.31 2.28 3.30 9.18 1.00 5.13 9.93 4.3

4月 2.65 1.10 0.37 0.31 2.20 3.30 9.18 1.00 5.11 9.30 5.2

5月 2.65 1.10 0.37 0.31 2.20 3.30 9.18 1.44 4.53 9.09 4.6

6月 2.65 1.10 0.37 0.31 2.20 3.38 9.18 1.04 4.72 8.90 4.5

7月 2.65 1.10 0.38 0.31 2.20 3.50 9.18 1.14 4.74 8.79 5.5

8月 2.51 1.10 0.37 0.31 2.20 3.56 9.18 1.36 4.82 8.92 4.8

13．株価（年末値、月末値）

韓国 台湾 香港 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ タイ ﾏﾚｰｼｱ ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ ﾌｨﾘﾋﾟﾝ 中国 インド ベトナム

2012年 1,997 7,700 22,657 3,167 1,392 1,689 4,317 5,813 2,376 19,427 414

2013年 2,011 8,612 23,306 3,167 1,299 1,867 4,274 5,890 2,214 21,171 491

2013年7月 1,914 8,108 21,884 3,222 1,423 1,773 4,610 6,639 2,087 19,346 492

8月 1,926 8,022 21,731 3,029 1,294 1,728 4,195 6,075 2,196 18,620 473

9月 1,997 8,174 22,860 3,168 1,383 1,769 4,316 6,192 2,276 19,380 493

10月 2,030 8,450 23,206 3,211 1,443 1,807 4,511 6,585 2,242 21,165 497

11月 2,045 8,407 23,881 3,176 1,371 1,813 4,256 6,209 2,324 20,792 508

12月 2,011 8,612 23,306 3,167 1,299 1,867 4,274 5,890 2,214 21,171 505

2014年1月 1,941 8,463 22,035 3,027 1,274 1,804 4,419 6,041 2,128 20,514 557

2月 1,980 8,640 22,837 3,111 1,325 1,836 4,620 6,425 2,153 21,120 586

3月 1,986 8,849 22,151 3,189 1,376 1,849 4,768 6,429 2,129 22,386 592

4月 1,962 8,791 22,134 3,265 1,415 1,872 4,840 6,708 2,121 22,418 578

5月 1,995 9,076 23,082 3,296 1,416 1,873 4,894 6,648 2,135 24,217 562

6月 2,002 9,393 23,191 3,256 1,486 1,883 4,879 6,844 2,145 25,414 578

7月 2,076 9,316 24,757 3,374 1,502 1,871 5,089 6,865 2,305 25,895 579

8月 2,069 9,436 24,742 3,327 1,562 1,866 5,137 7,051 2,321 26,638 580

（注）ベトナムは期中平均値。

資料出所一覧

国名

Bank of Korea Monthly Statistical Bulletin 貸出金利：ＣＤ3カ月物

IMF IFS 株価：ＫＯＳＰＩ指数

行政院 台湾経済論衡 貸出金利：ﾏﾈｰﾏｰｹｯﾄ90日物

中華民国統計月報 株価：加権指数

台湾中央銀行 金融統計月報

香港特別行政区政府統計処 香港統計月刊 貸出金利：銀行間３カ月物

香港対外貿易 株価：ハンセン指数

Departments of Statistics Monthly Digest of Statistics 貸出金利：銀行間３カ月物

IMF IFS 株価：ＳＴＩ指数

Bank of Thailand Monthly Bulletin 貸出金利：銀行間３カ月物

IMF IFS 株価：ＳＥＴ指数

National Statistical Office

Bank Negara Malaysia Monthly Statistical Bulletin 貸出金利：銀行間３カ月物

IMF IFS 株価：ＫＬＳＥ指数

Biro Pusat Statistik Indicatoe Ekonomi 貸出金利：SBI貸出90日物

Bank Indonesia Laporan Mingguan 株価：ＪＳＸ指数

IMF IFS

ISI　Emerging Market CEICデータベース

National Statistical Office 各種月次統計 貸出金利：財務省証券91日物

IMF IFS 株価：ＰＳＥ指数

中国国家統計局 中国統計年鑑 貸出金利：銀行間３カ月物

中華人民共和国海関総署 中国海関統計 株価：上海Ａ株指数

Reserve Bank of India RBI Bulletin 貸出金利：銀行間３カ月物

CMIE Monthly Review 株価：Sensex指数

統計総局 各種月次統計 貸出金利：銀行間３カ月物

国家銀行 各種月次統計 株価：VN指数

IMF IFS

ISI　Emerging Market CEICデータベース
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